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～新たな共同性の回復を目指して　脇田愉司

はじめに

　私は、福祉行政の現場の内側に十数年いて、理念で語られることとその具体的方策との乖離・ギャップを自明の如くやり過ごしてきたことや、本質的な議論は到底かなわないのかと半ば諦め、足元での格闘を避けてきた、というよりむしろ問題の現実的解決という名のもとにどこかで折り合いをつけてきたという感じが、この間否めない。

　「行政の外」では、障害学をはじめこれまでの障害者運動の到達点や動きに呼応するものとして、現行制度・システムの問題性を十分押えて、批判的検討による当事者主体のありようを自らの姿勢に取り入れておきながら、他方で自らの足元の「行政の内側」では、障害者施策の展開や事業立案の意思形成過程で、現行制度の枠組みを基本に、行政裁量や優先順位、財政問題の比較考量に囚われて、行政の整合性や多数派の論理に同調して、やらざるを得ないことに、跳ね返せていない自らがいつも存在していた。そのあたりの往復を絶えずしながら、全体としては前に進めていこうとする中で、やはり飛躍的には普遍化できないことを抱えて、どうしても内向けの行政論理に引きずられることに終始してきた。

どうしたら、突破できるのかが、いつも私の日常から離れることはなかった。どうしたら、超えられるのか、二項対立でもなく、総論合意だけでもなく、自らが納得する仕方はあるのかどうか、私自身の長年の「志と生業」の不一致の中でも、そういう問題意識に対する一定の解決を多少は考えてもいいのではないかと思うようになってきた。

　いつか、私のこういった態度と姿勢に対して、「頂門の一針」がくだるのではないかとビクビクしながら、当面の糊塗でかわし、相手に悟られない仕方で論点をずらす技巧をいつの間にか身につけ今日に来ているが、いつかは決着をつけるときが来ると思っている。またそうしないと私の生は終われない。

　元々、私自身としてマイノリティの問題、とりわけ障害当事者との関わりの中で、様々な普遍的なものに通底する触発を得ながら、「新たな共同性の回復」などのことにも問題関心を寄せてきた経緯がある。

　そうした中で、あとで述べる今回の障害者自立支援法の登場とその背景や制度設計の問題点を目の当たりにして、このままでいいのか、一度ひっくり返す作業が必要ではないかという思いが段々募ってきて、トータルに流れを変えていくには、問題構造と議論の次元を捉え返して、その本質的な議論に迫る道筋や議論の仕方を示す必要があるのではないかと随分感じるようになった。

　具体的にイメージできる例をいくつか列記すると、例えば「ノーマリゼーションの同化と異化」について、ノーマリゼーションといえば「障害のある人も障害のない人と同じ生活条件にする」という同化の側面に留まることが多くあり、「障害者は変わらなくてもいい、ふつうを問い直す、社会のあり方を問う」という異化の側面、さらに本来意味する「すべての人が世の中の構成員」ということには至らないことが多いこと。また、ＱＯＬ（生活の質）の向上という一見誰も問題視しないようなことを「はかること」の陥穽、そして官僚のテストによる本来のニーズでない「サービスニーズ」という名の制度の枠に押し込められるということ。当事者のエンパワーメントの方向でなく、パターナリズムが未だにあらゆるところに張り巡らされている情況に、私たちは気がつかないでいる巧妙な装置が仕掛けられていることなど。

　私たちは、そういうことに対して、いくら外側からのアプローチ、従来型の理念的レベルの批判をしても受けても変われない、変わらない、まともに議論の対象とならない構図の中で、せいぜい部分的な解決とその場の了解を繰り返してきた、繰り返さざるを得ない情況に置かれてきたといえる。

　そういう問題意識からスタートし、どこかで理念の思考の枠組みを問い直し、直ちに問題解決に至らなくても、その方向と道筋を組み立てていき、いつか多数派（あるいは少数派のまま）になる普遍的なものを得ていくことにならないかという模索を個人的に続けてきた。そこで、「親密圏と公共圏のはざまによる越境」や「新たな共同性の回復」などの私自身の追究するテーマに関連づけて、ルール作りをひとり一人の手に取り戻すことを目指すべきではないかということから論じてみようというのが、本稿の意図である。

　何処まで、これまでの議論の仕方を超えたものに迫れるかどうか分からない面もあるが、「有効性ということばかりでなく、自らの行為の無償性を貫くことで、却って多数派に転換できる」（１）という風な「名づけようのない」切り口で、問題提起につながればという思いである。

　親密圏と公共圏のはざま、共同性に言及しながら、その具体的場面として私が今関わっている「障害者自立支援法」を取り上げる中でも、パースペクティブ（遠近法的）に論じてみたいし、その延長線上で私のテーマでもある「新たな共同性を目指した」議論・構想に深めていきたいと考えている。

第1節 親密圏／公共圏の捉え方

親密圏は、これまで「親密な個人的な領域」として予定調和的な愛の共同体・空間に自閉化するかのように語られ、長らく公共性とは一線を画する非政治的な空間として扱われてきたが、「個人的なことは政治的である」（フェニミズムからの問題提起）といわれ、公と私を分ける境界線は自明のものではないと広範に問い返されるようになってきた。ここで政治とは、「ある範囲の人々すべてを拘束することがらを決定すること」と一応定義しておく。　

生きるということが「人々の間にある」ということで、「死ぬ」ということが「人々の間にあることをやめる」ということだとすれば、その具体的な「間」をめぐる政治を問いなおすことが必要で、本稿のねらいは、具体的な他者たちとの「間」を新たに書き直す試みでもある。

「親密圏」とは、具体的な他者の生・生命（特にその不安や困難）に対する関心・配慮を媒体とする、ある程度持続的な関係性をさすものとして用いられる。上述の「個人的なことは政治的である」という描きなおしは、それまで非政治的な領域とされてきた場所における根の深い権力関係の問い直しを促してきた。

このように、公私二元論的境界の双方からの脱構築と同時に、相互に還元し得ない領域の設定と定義の試みが求められている。

　齋藤純一の著書『公共性』から、一般的な親密圏／公共圏の捉え方を引用（２）しておくと、

親密圏にいう「親密」とは、ほとんど密着するほど人間関係の距離が近づいていること。家族関係を原点としつつ、非家族関係においても緊密な人間関係の領域で築かれる、自立した個人が対等に相互依存する関係で、具体的な他者の生／生命への配慮によって形成・維持される。

　他方、公共圏とは、人々の間にある共通の問題への関心によって成立する言説の空間で、政治や社会について自由に議論をたたかわす場とされる。

また、公共性とは、閉鎖性と同質性を求めない共同性、排除と同化に抗する連帯であり、開かれた公共性への可能性は、どこにあるかというと、互いの生を保障し合い、行為や発話を触発しあう民主的な公共性の理念を探る中にあるという。

　「自由が出現したのは、･････自由が姿を現すことのできる公共的空間を彼らの間に創造し始めたからである。」「私たちが一緒に食事をとるたびに<自由>は食席に招かれている。椅子は空いたままだが<席>は設けてある。」

　　これは、「公共的空間」（public　space）を二つの政治的価値に関係づけている。一つは自由（freedom）であり、抑圧から解放されていること（liberty）以上の何かを指している。それは、「イニシアティブ」、何かを新たに始めることであり、公共的空間は、そうした始まりとしての自由が、言葉や行為という形をとって私達の前に現れる空間である。

もう一つの政治的価値は、排除への抵抗である。「椅子は空いたままだが席は設けてある」という「席」とは、「あなたの自由のための場所」のことである。公共的空間は、あらゆる人々の「席」＝「場所」がもうけられている空間である。

　　では、公共的空間のない状態とはどのようなものであるのか。「私的」という語は、もともと「奪われている」という意味である。完全に私的な生活を生きるということは、何よりもまず、真に人間的な生を生きるうえで本質的な事柄が奪われていることを意味する。他者によって、見られる、聞かれるという経験・・・・から生まれるリアリティを奪われていることを意味する。私的な生から奪われているのは、他者の存在である。

　

要は、公共的空間とは、自らの「行為」と「意見」に対して他者の応答が返される空間であり、人びとがその行為と意見に基づいて他者から判断されるという関係の成り立つシステムの中に生きるという空間のことである。

以上のような親密圏／公共圏の捉え方を押えながら、両者のはざまや相互流動性の中で、二項対立の枠組みから自由になり、そこから、個人と社会・組織、個人と世界（国家・国境）を超えるものに迫り、他者と制度・システムの関係を捉えなおす中で、新たな共同性の回復の可能性を探りたいと考えている。そこには、見えにくい形で浸透している新自由主義の鵺（ぬえ）的流れの中で、その乗り越え方や求められる今日的な<共同性>を新たに描き直したいというところに、今の私の問題関心がある。新自由主義思想とは、「浸透効果」、つまり「一握りの成功者に引っ張ってもらうことで、貧しい人たちもそれなりに潤う」という思想で、一握りの人間の都合で制度をかえさせられて、大多数の人間は不利益をこうむるというもの。そこには、社会的連帯や共生の視点はない。

私の問題関心は、この手ごわい新自由主義改革に対抗する意味でも、見田宗介のいう「自由な、開かれた、深さをもった共同性」（３）を自分なりに展望する足がかりを見出すことであり、私自身の追究するテーマである「この国のありよう、自らの実存、マイノリティ問題、連帯、闘争・・・・・」と連なっている。

後半の方では、私が関わっている、社会福祉や障害者福祉の現場で起こっていることを題材に、親密圏／公共圏の越境などにも言及していきたい。

第2節 親密圏とは何か

　「親密圏」とは、具体的な他者の生・生命に対する関心・配慮を媒体とする、ある程度持続的な関係性をさすものとして用いられてきた。

そうした中で、花崎皋平は、次のように「親密圏の基礎」を問うている（４）。

　　　　　　　　　　　　　

親密圏の基礎

　　たとえどんなに親密な間柄であっても、相互に知り尽くすことができない三人称的な他者としての「汝」があり、「我」がある。それを認めてこそ、相互に相手の固有の価値と自由を尊重する関係が成立する、とする。「世界」とは、三人称としての他者性における人と物との意味連関である。実在者にさきだって存在し、実在者に対して超越的な「他者」であることによって、かえって実在者を自己の隠れた中　心に立ち返らせるものが「世界」である。

　　親密圏を捉える場合には、血縁関係など直接的な所与のイメージを出発点とするのではなく、三人称の対象地平での「わたし」の身体を通じての生きる経験が「もの」と「ひと」とを分け、「ひと」から二人称の「あなた」を分けるのである。三人称関係に基礎をおかない二人称関係は、排他性と閉鎖性を持つと共に、上下関係になりやすい。

親密圏の構築は、三人称としての相手の尊重を含んだ二人称関係をどうやってつくることができるかが課題となる。

　　

このように、「三人称のわたし」を「一人称のわたし」の底に見出すことで、親密圏というものを新たにつくり出したり、ひろがりを持った他者との関係性へ拓いていくことこそが重要である、ということになる。

　　　　　　　　　

その他の（親密な）関係　

同じような視点で、鶴見俊輔は、「その他の（親密な）関係」を提唱している。

かつて、哲学者で主夫を自称する鶴見俊輔の講演を２回ほど聞く機会があり、そのなかで、鶴見は「家族って何だろう」というフォーラムに特別ゲストに招かれて、「その他の関係」というテーマで話した内容がある。

鶴見は、例を三つほど出して、「その他の関係の重視」を話した。

例１では、鶴見が５０年編集責任にあたってき『思想の科学』という雑誌に投稿があった話で、つぎのような内容である。

「おばあさんの身の回りを手伝ってくれる中年の女性がいて、法律上は〈その他の関係〉（血縁でも養子でもない）である。しかし、おばあさんにとっては重要な人、大切な人、おばあさんにとって一番楽しい人、一番よく考えてくれる人である。この中年の身寄りのないひとをどうしていったらよいのか、という投書があり、この話はひとをひきつけるものがあった」というものである。

例２では、「原爆に打たれた５０才と６才の少年の１時間半ぐらいのできごと。６才の子どもに出会うが、親しみが深まることを恐れて名前を聞かない。１時間ぐらい助け合って歩いてきたが、もうこれ以上進めなくなる。― これもその他の関係」

例３では、沖縄戦でのことで、「老夫婦が洞窟のなかから少女に白旗を掲げさせて投降させる。老夫婦は死ぬが、少女は助かる。― そこで家族、深く助け合うものが家族」

　このなかで、鶴見は、「どんな人でも家の中では有名人、人間はそれ以外の有名を求めるのは間違い。人が死ぬとやがて見知らぬ人に、その死を知っている人が死ぬとやがて無名になる。死は、最後は物になる。しかし、宇宙と一体となり寂しくはない。夫婦であっても、お互い見知らぬもので終わる、覚悟をしておく必要がある。血縁の家、家族を過渡期として突き抜ける、それが重要」ということを語った。

　このことから、何が言えるのかといえば、例でいえば、障害をもつ人と持たない人の介助される・する関係も、この「その他の関係」ではないのかということである。血縁の家族ではないかもしれないが、「深く助け合うものが家族」とすれば、血縁の家族より「生き生きとした関係」＝支えていた方が支えられている関係。私たちはこういう「その他の関係」をどれだけ多くつくれるのか、ということである。

あるいは支えを必要としているひとに傍らから関わるその行為の中で、「ケアにあたるひとがケアを必要としているひとに逆により深くケアされ返すという反転」でもある。

　私たちは、このようなことを「人の手を借りることは、その人を支えることである」とも言ってきた。このほっとしたかかわりは、わたしたちが生きていく上で欠かすことの出来ない大切なものである。

親密圏を開いていくというのは、このような文脈や場でも語られている。

　「親密さとは、恐れや依存したいという欲求からではなく、他者との内面生活を他者と分かち合いたいという願望から出た、感情や考え方のある種の相互言語表現」であり、また「他の生活場面で被っている仮面を脱ぐこと」（５）でもある。

親密圏の危機と「抵抗」の意味

　反面、渋谷望は、「親密圏の危機」が叫ばれているという（６）。

　生への社会的関心や配慮が危機に陥っているとして、彼は、こうした情況を「ニヒリズム」と呼んでいる。

　　「ニヒリズム」とは、ここでは、正当な基準や権威のための合理的な基盤はないという哲学教義として理解されるべきものではなく、それはむしろひどい無意味性、絶望、そして愛の欠如という事態に対処する、生きた経験のことである。その恐るべき帰結とは、他者からの孤立にマヒし、世界に対して自己破滅的に臨む態度である。意味、希望、愛を欠いた生・生活は、冷酷で卑怯な態度を生み出し、個人と他者を破壊する。このニヒリズムの蔓延は「家族の危機」として表層的に解釈され、その解決は「家族的価値」の回復として提示される場合が多い。しかし、この問題は親密圏の危機という観点から捉えるほうが適切である。

　

　　重要なのは、生命の生産と再生産が政治と交差する地点として、親密圏をとらえることである。排除された者たちにとって、親密圏は生命のケアの場であると同時に、抵抗の場として機能していたからである。

　　〈生命への配慮〉と〈抵抗〉とが分かちがたく結びつく空間としての親密圏は、社会的に排除された者にとってきわめて大きな意味を持つ。それは排除に対する抵抗の最後で唯一の拠点といえる。

親密圏は、「自尊心あるいは名誉の感情を回復し、抵抗の力を獲得・再獲得するためのよりどころ」でもありうる。一般的には、あらゆる闘争とあらゆる抵抗は、親密圏から立ち上がると考えることができる。新自由主義の流れや「安心のファシズム」を乗り越えるには、この親密圏を抵抗可能性の源泉としていくしかないのではないかと思える。

至るところに「親密圏を破壊する生政治（生に対する権力）」がある。例えば、「孤独死」は、立ち直ろうという気力をなくし、助かろうという努力をしないことによる死なのであり、その意味でたとえ病死であったとしてもそれは、「緩慢な自殺」であるという。「緩慢な自殺」は、親密圏の解体の帰結である。生きていく場所・ホームを奪われたことにより、その存在を剥き出しの生へ還元されたといえる。孤独死とは、貧困者がかろうじてミニマムな自己尊厳、生の形の最後の砦として維持していたこの親密圏が根こそぎ奪われ、消滅するという経験の帰結にほかならない。

自己のライフヒストリーを記憶として保持し、親密な他者と共有し、これを他者に物語ったり、あるいはそれを語りなおしたりすることは人間の条件といえよう。それゆえ、親密圏を破壊することによって、排除された人口・住民をコントロールしようとするこの新たな生政治は、記憶喪失の生政治である。記憶を失うこと、自分の過去を失うこと、彼らに自己を語らせないということになる。家族生活は親密圏の具体的な一形態にすぎない。抵抗を核にオルタナティブに可能な親密圏は無限にありうるのである。抵抗の「社会的ネットワーク」や「もろもろの共同体の形態」を展開していく必要がある。

また、「抵抗」の可能性から、「承認」（存在を認められること）の問題を克服できても、「再分配」（差別構造によってつくり出された所得や福祉、機会の不平等の是正）の問題は、「違い」に対する寛容によって、放置されることにはならないか、という点もある。

　親密圏を公共圏に開いていくことには、「権利性」に関わるこのような根源的な問題も孕んでいることを私たちは忘れてはならない。

対抗的な公共圏
齋藤純一は、前記の『公共性』の中で、親密圏の積極的機能にも触れている（７）。

　

親密圏は、「生命の再生産」の社会的プロセスに組み込まれながら、同時にそれとは異なった空間としても描かれてきたのであるという。親密圏のもう一つの描き方は、社会の中で否応無く失われる諸価値が回復される空間、社会の「現実原則」が中断される空間、過酷な競争から解放された安らぎの空間等々というものである。

　　生を正常化する「社会的なもの」の権力に服さない価値が形成される領域として親密圏を捉えようとしたと見ることができる。

　　親密圏への現れを通じて、それまで個人的な不幸や不運として甘受してきた事柄を不正義として捉え返す途がひらかれることがむしろ重要である。

　親密圏は、単なる事後的なセーフティネットー文字通りの綱渡りを強いた上での「敗者」に対する救済措置―ではなく、また、単に日々の生存への不安を緩和し、癒しを与える緩衝装置でもない。

　ひとが社会的な評価に過剰に曝されることを紡ぎ、引き続き有用でありうるか否かといった評価から少なくとも部分的に効力を奪う。親密圏の他者は、社会的な承認とは異なった承認を、社会的な否認に抗しながら、人々の生に与えることができる。

無視されていない、排斥されていない、見棄てられていないという受容の経験は、人々の「間」にあるという感覚や自尊の感情を回復させ、社会が否定するかもしれない生の存続を可能にする。

親密圏は社会のあり方を問い直す「対抗的な公共圏」として機能することもしばしばあるが、社会的なものからの距離の縮小や喪失は、そうした対抗を無害なものにとどめていくおそれがある。

第三節　共同性とは何か

　親密圏に繋がる「共同性」を次に考えてみたい。

　島田裕巳は、『オウムーなぜ宗教はテロリズムを生んだのか』の著書の中で、次のように「失われた共同体」に言及している（８）。

　失われた共同体
（かつてのイメージである）共同体は個人の生活を束縛する。共同体が存続するには、その構成員が求められている役割を果たさなければならないからである。その束縛を嫌った人間は共同体から出て行く。共同体が存在しなければ、個人は束縛を受けず、自由に生活することができる。しかし、束縛のない自由は個人を解放するとともに、果たすべき役割を曖昧なものにし、個人のかけがえのなさや生きる意味を奪ってしまう。自由であるがゆえに何をしていいいかわからなくなり、それはアイデンティティの喪失に結びついていく。それが虚しさの感覚を生んでいく。・・・・

・・・オウムという集団は、日本の社会において共同体が失われた時代に出現した。オウムは、共同体を形成しているように見えて、その内実は共同体といえない状況にある。オウムにおいても、共同体は失われている。一方で社会はシステム化され、個人の可能性は限定されている。共同体からは解放されても、システムからは解放されない。そのシステムは、共同体とちがって目で見ることができず、ひどく茫漠としている。共同体を失った個人は、その茫漠とした世界の中で、自分をうまく位置づけることができない。そのとき、（ある人にとっては共同性に代替する拠り所としての）宗教という存在が意味をもってくるのである（もってきたのである）。

　共同性を失ったそのときに、共同性に代替するものとして、拠り所としての「宗教」なるものが、遺伝子のごとくに「共同性」を追い求めるものとして、人をひきつけたのかもしれない。

親密性の構造転換
　また、見田宗介は、「親密性の構造転換」の中で、〈限界の共同体〉にふれ、親密圏／公共圏の新しい構図の可能性について、以下のように言及している（９）。

・・・家郷とは、第一に人間の生の物質的な拠り所（生活の共同体）であり、第二にその生の精神的な拠り所（愛情の共同体）である。第一次の家郷喪失者の群れが新しい都市のさなかで、存在を賭しても獲得しなければならなかったのは、この二重の「根拠」であった。近代の市民社会の古典形式はこの二重の要請を（核家族／市場経済）システムという絶妙の形式を以って充たす。近代核家族とは、極小化された愛情共同体、（限界の愛情共同体）である。市場とは極大化された生活の「協働連関」であり、貨幣とはこの反転する共同体の分配を基準するものとして、極限の「差別原則」である。・・・・近代核家族、この＜限界の共同体＞が、近代システム自体の内在するある矛盾の展開としてそれ自体をもう一度解体してゆくとすれば、この社会の親密圏／公共圏は、どういう新しい構図を編成することになるのだろうか。

　いずれも、かつての共同性・共同体の残滓イメージを引きずりながらも、新たな共同性の回復を構想する必要性とその存在の重要性、親密圏／公共圏をめぐる構図の描き直しを示唆しようとしている。

　共同性を追い求めながら、そこここにはなく、代替性としての「宗教」なるものをとるか、「限界」を了解しながらの「近代核家族」なるものをとるしかないように追い込まれている「今」を、私たちはどのように生ききれるのか、どのように自らの存在証明を描ききれるのかということにほかならない。

　福祉国家
　共同性・共同体については、ドイツの社会学者であるテンニースの社会理論で用いられた社会の二類型(ゲマインシャフト、ゲゼルシャフト)を適用して、「文化は前者から後者へ発展する」との歴史観が提起されている。家族や村落共同体が典型である人格的に親密な関係である前者の「ゲマインシャフト」と、人工物である特定の関係で成り立つ後者の「ゲゼルシャフト」の対立概念として整理されたように、「本質意思」と「選択意思」の概念を基礎に、成員の共同体本位の前近代型共同体と、成員＝個人・契約本位の近代型共同体の識別を見てきた。土地と共同体、私的所有の登場を経て、やがて近代において、資本主義の展開・高度化等による富の分配が問われるようになり、「国家が国民生活をいかに配慮・分配するか」が政治の争点となり、イデオロギーの如何を問わず、競って「福祉国家」の標榜を目指しはじめた。

　重田園江は、「ポスト福祉国家と尺度」の問題として、次のように捉える（１０）。

国内政治における最大の関心事が、生活の安定や保障に向かうということは、大衆の経済生活という、かつては政治の外部に位置したはずの事柄が、第一級の政治課題を意味することになるからである。このことは、政治的なものの消滅、あるいは社会的なものがほかのすべてを飲み込んでいくプロセスとして、ハンナ・アーレントがきわめてネガティブに描いた過程である。「大衆社会の出現によって、社会的なるものの領域は数世紀の発展ののちに、ついに共同体の成員をすべて等しく、抱え込み統制するにいたっている」。人間の身体的・物質的なニーズに関わる事柄が、公的領域を征服しつくしていくのである。

　　個人の生活の細部に関心を払い、それをもとに介入や統制を試みる反面、人間を匿名化し、差異をなくして平準化しようとする。逸脱行為をチェックするための機構が配備される反面、規律化の先に設定されている到達目標は非常に画一的である。

　　よく言われる、「教育の個性化」は多様性を生み出すのではなく、個性による階層化と個性自体の階層化を通じた一元的支配をもたらす。「多様性」とは、質的に異なる文字通り多様な諸能力というより、多様性や予測できない事態に対応したり、多様なものをまとめて筋道をつけたり、多元的な組織や人間をコーディネートし組み合わせるマネジメント力、説明能力である。

他の分野でも、多様性の名のもとに、多様性の承認ではなく、このマネジメント能力にすり替えられている。こうした「多様性の戦略」を通じて失われていくのは、もって生まれた能力の差と教育投資のための資産や環境を、不平等として捉える視点である。格差は社会が是正すべき不平等ではなく、投資と選択の問題になる。

　

私たちが陥穽にはまらないようにするには、「排除された人々はたんに排除されるのではないということ。彼らは排除されると同時にコントロールの対象として回帰する」ということを忘れないことである。

　　福祉国家は、人々の生・生命を画一的なかたちにノーマル化するという意味でもネガティブなものとしてある面では捉えられてきた。また、福祉国家は権威主義と官僚主義の源泉であり、この意味で福祉国家の解体は、人間解放の可能性を意味する。

しかし同時に、福祉国家（完全雇用と社会保障・社会福祉の政策を実現する国家、戦争国家が反対語。）は社会権や生存権を保障することによって、社会的連帯や社会統合を実現しようとする制度であったことを忘れるべきではない（１１）。

　

　ここに、共同体の崩壊・価値概念の転換のもと、福祉国家の名のもとに、どこまで介入と排除の論理を貫こうとしているかを見極め、その上に立って〈連帯〉や〈新たな共同性の回復〉という視点を見据えるという、輻輳したアクロバット的な組み立てが今求められているといえる。

第四節　公共圏とは何か

次に、親密圏と対比する中で公共圏と公共性を捉え、相互の描きなおしを考えてみたい。

「公共圏」が「人々の＜間＞にある共通の問題の関心に拠って成り立つ」空間であるといわれるのに対して、公共性には、「生命の保障や共通世界の正義」には還元されない「人々が互いに自らのものとし得ない世界の定時―言葉や行為における現れを見聞きし、享受する空間」があり、公共性を国家の次元とは別の人と人との共同性の場面に立てようとする、公共圏の描き直しもある。

　このことは反面、親密圏からみても、親密圏を単に私的領域や近代家族という捉え方だけではなく、かといって、公共性にも還元しがたい意味を押え、両方から描きなおしを図ることでもある。家族は「愛の共同体」と等位置で語られるが、血縁や同居、家計の共有などの家族という形態に還元されない関係性である「単身の家族、グループホームやセルフグループ」など、いわゆる鶴見のいう「その他の関係」の形においても捉えられる。

そこには、いつでもその関係性を「退出する自由」が保障され、自尊感情が尊重される空間であるということ。親密圏をこのように描きなおす一方で、同時に人々の間にある共通の「現れの空間」としての公共性の概念に拠って、公共性の複数の次元を描きなおす必要があるということである。

　このように、公共圏の描きなおしが言われるのは、理念上の公共圏が、参加できる人間とできない人間があらかじめいる現実の不平等をやはり無視していること、その結果、公共圏自体が複数存在する可能性、公の論議が行われる場としての公共圏はいくつでもあるということからきている。

　価値中立的な公共圏が存在しないこと、公共圏が複数存在することを認め、つねに変化の中にあるということを相互に認識していく必要がある｡

国家と公共性
描きなおしのいくつかをみていくと、「国家と公共性」を考え直してみることにつきあたる。国家が強制力をもって実現すべき価値を解釈し定義するのは、国家ではなく公共性である。国家は、公共性のある限定された次元を担うに過ぎず、そのすべてを包含するわけではない。言説の空間としての公共性にはそもそも国境は存在せず、そこでの言論のテーマも狭義の政治的意思形成・決定には還元されえない。

　これに対して、市場は公共性の空間ではない。第１に市場のメディアは貨幣であり、そこでは同一の量的な多寡のみが妥当する非人称の空間である。

「公共的なもの」は、何を「個人的なもの」「私的なもの」として定義するかに拠って反照的に定義される。公私を分ける境界線は言説に依存する流動的なものである。

「個人的なことは政治的である」という一時期のフェミニズムの標語は、従来の公私の領域を問題化しようとする意図を端的に表している。それは、性別役割分業を正当化する言説によって公共性から排除されてきた家事労働や介護の問題を政治的な争点として捉え返そうとする対抗的な言説の好例である。

ドメスティック・バイオレンスやセクシャル・ハラスメントなどに見られるようにこの間、私的な「不運」個人的に解決すべき（堪え忍ぶべき）問題として語られてきた多くの事柄が公共的な「不正義」として捉え返されるようになってきた。また、家族の手によってなされるべき「私事」として語られてきた「介護」についても、まがいなりにも公的制度（介護保険等）が設けられるようになった。公私の境界の変化をもたらすのは、境界を超えて語る言説の実践の累積的な効果である（１２）。

規制緩和／民営化
また、現在進められている規制緩和・民営化は、国家の活動に対する市民の監視と民主的統制を強める効果をもたらしてはいない。責任の所在を不透明にするような「巨大なグレーゾーン」を生み出している。そこには、あわせて私的所有が保護される領域を拡げるという顕著な傾向が看取されるが、それは、それまでアクセス可能であった領域から人々を排除する、という否定的な影響を及ぼしている。

このような改革？（ここ数年の社会保障・社会福祉に見られる基礎構造改革などといわれるものが典型で、後半で詳述する）は一見、公共圏が親密圏に開かれているように見えて、その内実は逆の方向にあるということを地道に押えていくことが私たちに問われている。

ある種の社会の仕組みを所与としたうえでそのなかで享受される自由は、その社会のあり方を問題化し、別様の社会のあり方を構想する自由をおのずともたらすわけではない。この間に失われてきたのは、両者をつなぐ回路であり、生活保障を私的に構築することではないような社会の仕組みを考えてみるという自由すら実質的には放棄されているのが実情であるように思われる。

国家や市場の双方から距離をとるアソシエーション（自律的な公共圏）は、日々の生活のなかに新しい問題を派遣し、それを公共的な争点として、その意義を評価するように、従来行政活動として行われてきた公共的なサービスをより柔軟かつ効率的に担うような機能を持ち始めている。

日々の生活の中で、人々がいだく不満や異議が公共の意見・意思形成に結びつかないまま滞留していることの兆候は、さまざまなところに看取できる。

この間の規制緩和や民営化が、誰にどのような自由をもたらしたのか、「誰にとっての改革であるのか」、「誰からどのような自由を奪ってきたのか」を認識し、その認識を、「政治的なもの」「社会的なもの」「経済的なもの」の間の新しい関係性の構想へ繋げて行くことが求められている。

自らが享受している自由のあり方を自ら批判的に評価し、私的な問題、私的な不運として受け止められている問題を公共的な問題としてとらえ返す視野をひらくことは、そうした構想のためにも不可欠である。

このような視点からの公共圏、公共性の描きなおしを行い、私たちの手にものごとの決定権原を実質的に制度的に手続き的に取り戻すことが何よりも必要である。

第五節　親密圏と公共圏のはざま

親密圏を公共圏・公共性へと開いていくにあたり、大川正彦（１３）は「親密圏にまつわる事柄の重さが説かれればとかれるほど、親密圏の内側へとめくりこまれていき、親密圏と公共圏との関わりなど、親密圏を外へと開きながら論じていく可能性があらかじめ封じ込められてしまうことがある」という。「ドメスティック・バイオレンスという語が流布していくなかで、その他の暴力への注意が散漫にさせられてしまうことがあるとしたら、それは異様なことではではないか」ともいう。

そこから彼は、「ここでは、あえて、親密圏における特定のニーズの言挙げが、公共圏の特有の突出の仕方を支えてしまう、という両者の協力関係・共犯性に楔をいれることに全体重をかけておきたい」といい、「ひととひととの〈間〉に関心の焦点をあてて、そこでの＜よく生きること＞を論じたり、生き難さをめぐる分かち合いやわかりあいのありようを論じたりするだけでは、親密圏と公共とのせめぎあいが現にあることを都合よく隠蔽することに加担するおそれがある」とする。

親密圏の転化
公共圏が人びとの間にある共通の問題への関心によって成立するのに対して、親密圏は具体的な他者／生命への配慮・関心によって形成・維持される。親密圏の関係性は間―人格的であり、そうした人称性を欠いた空間は親密圏とよばれない。親密圏の他者は身体性をそなえた他者である。

親密圏は家族という形態（血縁／同居／家計の共有）には還元されない。同じような生の困難を抱えている人々、同じような否定的な経験に曝されやすい人びとが、孤立のうちに困難を抱えつづけねばならないという苦境を打開するために形成する集団も親密圏の一つの形である。（アルコール・薬物依存、不登校、被虐待の経験など様々である。）

親密圏は同時に公共圏の機能を果たすこともある。新たに創出される公共圏のほとんどは親密圏が転化する形で生まれる。新しい価値判断を公共的空間に投げかける問題提起は、マジョリティとは異なった価値観（生命観、自然観、人間観）を維持・再形成してきた親密圏から生じることが多い。

　栗原彬は、他者性にたった公共性を切り拓くとして、次のように述べる（１４）。

・・・市民運動や反公害闘争の中から、日本型の〈進歩と開発〉本位の行政的公共性を市民的公共性に組替える公共性の転換が起こりましたが、水俣病者という＜他者＞の立つ位置からは、その先に異交通的な公共性が切り拓かれてくる。＜異交通＞という考え方は、非決定の存在同士が差異を保ったままで、その存在を相互に受容しあう関係です。・・・・表象の政治の圏内であっても、親密な関係を取り結ぶことによって相互のコードを尊重し、その人の存在を尊重する。そういうあり方が、親密圏から新しい公共性、他者性にたった公共性を立ち上げるということにつながってくるのだろうという気がします。

これまでの支配的な文化的コードを書き換えるかもしれない新しい政治的ポテンシャル（可能性）は、他者に対する「決定」を求めない親密圏のコミュニケーションのなかに育まれる、と見るのである。了解に達するのをあきらめること、他者が他のようにあり、他のようにあろうとするのを肯定すること、関心を寄せながらも距離を縮めないこと、親密圏はそうした他者との間の弛やかな関係の持続をも可能にするということである。

社会的連帯の再生
福祉国家がこの数十年ほどの間にいかなる方向に変容を遂げてきたか。その方向とは、社会的連帯の空洞化であり、人々の社会的・空間的分断化である。

「福祉国家から福祉社会へ」という選択肢、人びとのニーズに対応する空間を国家から市民社会に移すというオプション―これは、７０年代後半以降、政府主導のもとで推進されてきた「日本型福祉社会」の路線と軌を一にする。「個人の自助努力と家庭や近隣・地域社会等の連帯を基礎としつつ、効率のよい政府が適正な公的福祉を重点的に保障する」という方向性。「市民社会へ」という方向性は、生命の保障を基本的に個人の自助努力と家族・親族の間での相互扶助に委ね、それが機能しない場合にのみはじめて公的な対応を行なうという日本の社会保障システムにとって、もともとうまく適合するものである。（「残余的福祉モデル」と呼ばれる。）

ケアなどの社会的行為は政治とはあたかも無縁なものであるかのように語られる顕著な傾向がある。これは、私たちが公共的空間における「ニーズ解釈」を怠ってきたことを示唆している。かつて、個人的、私的と言われた部分を今日的な公共性に向けて開いていくことを十分にはしてこなかったことでもある。

社会的連帯という理念を維持するために必要なのは、私たちの生の根底的な偶然性を繰り返し認識することである。地球上のどの社会に生を享けたかという偶然性に対する認識は、生命の保障をその成員に限定せざるを得ない福祉国家の枠組みをも相対化していくはずである。マイナスイメージで語られるグローバルを逆手にとって、いつの間にか越境する、国境を越えて境を意味なきものにする必要がある。

人びとの生命の保障にとって、家族をその一つのあり方とする「親密圏」は重要な位置を占めている。親密圏が宿す公共圏としての可能性、私たちの生にとっての拠って立つ「抵抗」としての基盤の意味を考える必要がある。

　私たちが「自らの足元を掘る」ということは、この親密圏の転化・転生としての公共性に開いていく部分をどれだけ実質化し普遍化し、ひとり一人の「抵抗」の足がかりにして、社会的連帯の再生に組み直すかということである。その意味でも、親密圏と公共圏のはざまの往復を繰り返し、私たちにとっての社会的連帯・自立・自律への道筋をつけていくことが問われているのではないか。

　齋藤は、『自由』の中で、次のように同じ視点から論じている（１５）。

複数性という条件が指し示すのは、自らとは根本的に異なった他者がこの世界には存在するということ、それゆえこの世界は自らだけのものではないという事実である。人々が他者との間にある限り、自らが他者に対して開かれてあるということ、それゆえに、自らの内部にも自らが支配しえないものが存在するということを受け容れることである。自らとは異なったパースペクティブから世界を理解し、自らとは異なった価値をいだき、自らとは異なった意見をもつ他者に「出会う」という自由は、自ら自身に対して自由であるための条件である。

第六節　障害者自立支援法から見えてくるもの

　「親密圏と公共圏のはざま」を考えてきた第一節～第六節からでは、この国ではどんなことが起こっていて、描きなおす必要があるのかを、私が関わっている「障害者自立支援法」を例に取り上げ、その制定背景や全体像から、このテーマとの関連で考えてみたい。

　障害者自立支援法は、格差社会の典型例とか、「構造改革がもう一つの構造問題をつくる」象徴の一つとか、様々な課題や問題点が噴出している制度設計の所産事案である。わたくしたち自治体行政職員はある意味八方塞りの中で、それでも実施しなければならないという、今その渦中にいる。

　ここで少し、障害者自立支援法を簡単に説明しておくと、自立支援法は、社会福祉基礎構造改革など、ここ十数年の一連の「福祉改革」の流れの中で出されてきた、これまでと同様におよそ改革の名に値しないような制度変更の一つのかたちである。

　一見すると、その理念や方向性は誰も反対し得ないような「障害者の地域移行や就労支援」を掲げながらも、当事者や福祉現場の実態に即して根源的・飛躍的に変えていく、動かしていくものにはなり得ていないものである。

　措置制度から支援費制度、今回の自立支援法制度など相次ぐ制度変更はあるものの、当事者の真のニーズキャッチや根本的なところには手をつけられていない。今回は、支援費制度の財源不足に引きずられる中で、何とか国の財政や裁量コントロールを可能にする仕組みを取り戻すために、大義名分として一連の理念（必ずしも新しいものではなく、また丁寧に積み上げられたものではない）を持ち上げて装置を新たに見せかけたものに過ぎない、としかどうみても思えない。

　お金がないだけでは法律改正に至らないことから、「地域移行、就労支援」「ノーマリゼーション、共生社会の実現」の大義名分を謳いながら、内実は旧い自立観・障害者観（能力主義、個人の問題に還元）や、地に足がついていない善意の理念先行（法の理念や方向はいいが、法施行としての予算の裏付けなど、お金が十分でないことからくる混乱、という持ち上げ方の陥穽）、当事者優先でない無意識のパターナリズムなど、従来の体質を振り返ることのないものである。

改革の基本的な視点は３つ（年齢や障害種別を超えた「障害保健福祉の総合化」、保護から自立支援への「自立支援型システムへの転換」、財源確保による安定的運営の「制度の持続可能性の確保」）であったが、本音は「制度の持続可能性の確保」であり、本来の制度の信頼性・信用性保持の持続ではなく、障害福祉の財源確保と厚生労働省の裁量権確保という意味（お金の問題という）の「制度の持続可能性の確保」であり、「自立支援型システムへの転換」とは、制度利用者の主体性とその権利の尊重ではなく、自己決定・自己責任原則に基づく「応益負担」をさしていることが見えてきた。

応益負担導入の影響、「障害は個人の問題か、社会の問題か」
改革のねらいの一つは、「増大する福祉サービスの費用をみんなで負担し支え合う」であった。国会審議で、厚生労働省の局長は「今度の法律というのは、サービスは買うものだと、みんなサービスを買う主体になる」と、「やはり利用者の方も、シェアできる範囲でコストをシェアしていただくと、それが新しい福祉の考え方ではないか」といって、後で発言の取消しとなった。
この国で「自立」とは「最低生活」のことなのか。「公共サービス」とは税金で賄うのではなく、「買うものなのか」。これでは、なんのために政治・行政、社会はあるのかは見えてこない。
障害は本人のせいでも家族のせいでもない、どこかの家庭が引き受ける。そうであれば、障害のあるないにかかわらず、すべての人にとって自ら一人ひとりの課題であるはずであるが、そうなっていない。問題は社会の側にある、という視点になかなか立てていない。
福岡市で、重度障害者の娘さん殺害の心中事件が新聞記事で報道された（１６）。
母は、孤独な介護の果て、自立支援法の重圧・重荷、新たな負担『払っていけぬ』『費

用をこの先ずっと払い続けることができるだろうか』という見出しである。

日々の暮らしに困窮している障害者が多くいるという現実、自分だけで悩みを抱え込むケースが少なくない。「自分がいなくなったら」という「代替不可能な介護者」としての恐れを抱えながらケアすることは、ケアする者にとっても多大なストレスとなる。そのストレスや将来への恐れが、悲劇となって表面化するのが、心中という病理現象で

ある。心中事件の報道に必ずといっていいほど登場する「将来を悲観して」というフレーズが象徴するように、家族の内部でのみケアが供給されるとき、それはケアする者も暴力にさらされる危険に近いところにいるのである。　

障害者と母親としての女性にすべての負担を押しつける構造が日本社会には存在す

る。母親の内部にも、「家族自助、保護的役割」が内面化されており、国や社会の価値観をそのまま反映して子に接してしまう。母親が国家のエージェンシーの役割を果たす時に現れるのが「子が社会の迷惑にならないように子の監視を怠らない」「愛される障害児に育てよう」と、子を全身全霊で愛し、慈しみ、社会の荒波から必死で守るという献身的な姿である。
子を愛し、ケアすることで親自身の親としてのアイデンティティは満たされる。しかし、その場合親と子の関係は密着し、子が社会へと開かれていく機会を奪う。（※１７）
　　ある面で、繰り返されてきた「親密性が閉じた形で悲劇を生んだ事件」と言えるのではないか。青い芝の「障害児殺し」の告発、「障害者は殺されてもいいのか」「障害はあってはならないのか」の主張は、あれから３０数年経って、この間未だに届いていないということである。自立生活運動などいくらか進んだかに見えて、にもかかわらず本質的には何もかわっていないという面はぬぐえない。生き難い状況をすべて、親と子の関係に持っていくこの国では、「親が子を殺すか、子が親を殺すか」になっていく。青い芝の告発を想起し、いくら批判しようとも、その批判に立つ側もその責務を免れない、自らも無縁ではない、加害者だけでも被害者だけでもない共犯関係にあることをどこまで私たちは自覚しているのかが問われている。

　　この自立支援法の「法の精神」の立て方そのものに根本的な問題が垣間見られるように、社会の側が本質的なものにつながる制度・システムの構築に向かっているかどうかが問われているということである。

能力及び適性に応じて
障害者自立支援法そのものの目的規定を見てみると、自立支援法では、「障害者及び障害児がその有する能力及び適性に応じ、自立した日常生活又は社会生活を営むことができるよう、・・・」となっている。「能力に応じる」とは「応じる補い」という方向でなく、「補いが不必要になるための支援を構築する方向」へ本人の障害を少なくしていく方向である。
本来は「その人らしい暮らしをするための不足を社会的に補うこと」が福祉の原点であったにもかかわらず、理念そのものが明らかに逆行といえる。
　　障害の軽い人はグループホーム、少し重い人はケアホーム、より重度者は入所施設という流れになってしまった。そうではなく、重い障害の人も、補いの中で支援を受けて暮らしていくのが本来であるというのが、これまでの現場で積み上げてきた実践ではなかったのか。
　　「障害者は変わらなくていい、社会が変わるべき」というのが本質的なノーマリゼーションの考え方である。今回の支援法の障害者観は「能力及び適性に応じ」という「分相応なくらしを求めている」が、それでいいのかどうか、疑問は多い。
また、今回の支援法では、グループホームを本来の「終の棲家、最終到達点」ではなく、「あくまで多様な居住支援の一つの選択肢」にとどまるとしている。ここには、「今生きて存在する事実を肯定する」とか「一度の今のくらしを大切に」という思いが希薄となっている。
グループホームは、本来は、次のステージへ上がるための訓練・通過機関としてではなく、地域でその人らしい暮らしをするための補いの場と位置づけ、「仮の宿ではないことを関係者は銘記すべき」と、これまでの実践のマニュアル等で明記されていた。しかも、よく誤解されるようにグループホームは「施設の小型版」ではない。暮らしの場そのものである。
ところが、この支援法には、通過施設のイメージしかない。しかし、「くらしは通過なんかしない」。
「グループホームの基本的性格」（知的障害者地域生活援助事業（グループホーム）設置運営マニュアル２００１年版）には、「知的障害者は成人しても、可能であれば親元で暮らすのが望ましい、という考え方は前提としない。したがって、親元での生活が可能な人であっても、本人が親元を離れての生活を希望する場合には、グループホームの入居対象になりうる」とある。親なき後対策に限定するという考え方はとっていないし、グループホームの対象者は親のあるなしに関係ない。今回の制度設計者たちには、微妙な点であるかもしれないが、根本的なところで本質的な捉え方をしていないといえる。
　支援法では、専門家が配分・決定することによって、「医学モデル」へ逆行することを障害者は心配している。医学モデルでは、障害とは個人に起こった悲劇であると捉えられる。ゆえに障害は障害者個人の問題になるのである。これに対し社会モデルでは、障害とは社会的抑圧や差別不平等の所産であり、障害は社会の問題であると捉える。「変わるべき対象」は、医学モデルにおいては、障害者であり、社会モデルにおいては社会制度や人々の態度なのである。
　　医療モデルと社会モデルの大きな違いは、障害に関わる問題に対して「誰が義務を負うのか、社会的コストを負担するのか」にある。「応益負担」の問題の根底にも、障害者観のこういう異なる見方があるということは、押えておくべき重要な視点である。
公的責任の果たし方とは
岡部耕典は、社会学を出発にして、社会政策や社会福祉学に踏み込み、「現在進行形の政策や制度のロジックを分析し、新たな構想の地平を展望するための概念整理やモデルの提示」を行おうとする中で、高澤武司の『現在福祉システム論』を引用して、次のように述べている。

公的責任に関連する責任概念には、「政治機関が国民に対して政治責任を負う」という意味での「応答性」と、「行政機関が国民の信託を受けている政治機関に対して負っている制度的責任（予算・決算責任）」をさす「応責性」があり、両者が「わが国の福祉分野では厳密に区別して論議されることは稀だった」ということが、問題の所在の根本にある。
サービスを必要とする国民である利用者ひとりひとりへの「応答性」よりも、予算の厳守という「応責性」を優先させる政策が執行されたと言うことである（１８）。
　　

　行政職員である私も、このあたりの公務員としての行動基軸に対する批判は免れないが、どうしても内向けの整合性や行政風土の内部ルール、財政規律に囚われて、予算の応責性を重視して、それが実質的に応答性につながっていることを認めざるを得ない。

こういったことの背景には、長年のこの国の政治・社会状況が絡んでいる。昭和５０年代に入り、政権政党であった自民党の研究書で、『日本型福祉社会』（１９）という本が出た。この中で「日本は、独自な福祉社会が可能なはずだ、イギリスや北欧などの欧米のような福祉国家の方向はとらない、これが日本型福祉社会である」と言われた。自助や自己責任、つまり、個人の自助努力とか家庭機能の見直し、家庭や家族による安全保障システムを評価するべきである。このシステムが駄目な時に初めて補完として社会保障システムを活用するべきであるといった日本型福祉社会の考えが昭和５０年代に出てきて、今も続いているというのが現状である。
　　ここにはどういう問題点があるか、というと、常に自分の力で生きていけるという強者の論理が見え隠れしているわけである。個人の努力を超えたところで与えられる理不尽な、あるいは不合理な現実の中で苦しむ人の立場にはなかなか立てない。障害（貧困）は個人の問題ではなく、社会の問題であるはずが、どうも障害（貧困）も個人の資質に収斂するということ（２０）。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　このあたりの本質的な捉え方の転換がない限り、条件闘争や経済状況に左右されることは免れようもない。一握りの制度設計者の整合性と国家の自己満足に終始して、誰も責任を負わない装置が巧妙に働いているこの国に、私たちは今（安楽に）暮らしているということに他ならない。

機会平等と結果平等の間に何があるのか（分配的正義）
障害者問題を所得保障につながる分配や自由の平等の次元から深く捉えようとする立岩真也の論説を以下に引用しておく（２１）。

　　この社会には所有をめぐる規則と価値、二つのものがあると考えます。規則は〈生産した者が生産物を（あるいは生産に応じて）受け取れるという規則〉です。それを正義とし、必要に応じた分配は、仮に認めるとしても、あくまで付加的なものとして、そこに生ずる問題を緩和するものとしてしか認めない立場があります。そしてそれも認めない立場もあります。価値は〈その人の生産（を行なうことのできる能力）がその人の価値を示すという価値〉です。この規則と価値が合わさって近代社会ができています。
自由と介入とを対比し、国家による税の徴収とそれを用いた再配分を不当な介入であるとし、これを排すべきだと主張する。これに反論する側は、自由に平等を対置し、平等が大切だと、あるいは自由も大切だが平等も大切だという。
私有派の規則ではできないからとれない人にはその自由は及ばない（とするが）、自由がよいものなら、それは誰にあってもよいものである。自由が普遍的に、つまり誰にでも認められるなら、分配が支持される。だから自由を主張するなら、自由のための分配を主張する立場のほうが一貫している。
できる人が作り出し、それをその人が受け取るという規則があることとは論理的には別のことです。ただ、実際には、この規則とこの価値が組み合わさって近代社会が動いてきた。
「利他」そこから分配は支持される。私の存在のために、私の存在の承認のために他者を要するというのではなく、ただ他者の存在が快であることがある。意外にもこのような他者に対する態度は強いものとしてあること、私たちの生にとって基底的なものであることがわかる。
つまり、私にとって私の存在は大切だという前提から、社会的分配が正当化されるのではないかということです。それは、すべての人びとに対して義務を課しその履行をもとめる要求であり、普遍性を有するものです。
　　

私は、障害者問題の本質は、ミクロ的には制度の改善と同時にマクロ的には「利他や分配的正義」のことにまで踏み込まないと、根本的な解決には至らないということの中にある、と立岩の主張を読み込むが、さらに「私的所有」や「公共」の既成概念を揺さぶる立ち位置からの問題提起ではないかと捉えている。

　自立支援法の課題は様々に指摘されているが、本稿では自立支援法そのものを論じるわけでないので、テーマに即してあと二点ほど取り上げておく。

　障害者の福祉サービスの種類や量などを決定するための判断材料の一つとして、障害者福祉サービスの必要性を明らかにするために障害者の心身の状態を総合的に表す「障害程度区分」が設けられ、各市町村に「審査会」が設置されることになった。現在、私の県でもその認定作業が進行中であるが、三十年前に、その問題性は指摘されている。

　岡部耕典のシンポジウムのレジュメからの引用であるが、山下恒男が既に『反発達論』(一九七七年)の中でとりあげているので、次に掲げておく。

「社会福祉基礎構造改革と『ケアの自律』」（２２）
・・・障害者が「社会・公共」から適切な援護措置を受けようとするならば、自分たちが障害者であることを「科学的」にも証明し、自他の確認を得る必要があるのである。これは具体的にいえば、行政当局が障害の程度を認定することである。そこで、障害者とそうでない人間をわけるところの「科学的・客観的」な基準を設ける必要が生じてきて、それを専門家に作らせることになる。
そして、行政当局はそのような専門家である医者や心理学者などの作った基準をただあてはめることによって障害者の認定を行うわけである。ここにみられるのは、一人一人の健常者が障害者に対する対応を行政当局に求め」、行政の当事者は「大切な税金を使うのだからというわけで、障害の認定やその対応を専門家としての科学者に求め、科学者は「障害者のための科学」と称してその要請に応えるという〈いたちごっこ〉である。
その結果、障害者の問題は、税金の何パーセントをどのように使ったら最も効率的かという、一種の社会工学の問題へと還元され、また政治のかけひきの問題とされることで、私たち一人一人から遠ざけられてゆくのである（２３）。
今回の、「障害程度区分」のシステムは、介護保険の「要介護度」にならい、アメリカの高齢者施設での約3000人程度の高齢者の心身の状況とケア時間量をもとにつくられたものにしか過ぎない（２４）。障害特性が十分反映されず、現在さらに見直しが検討されている。

　

「障害程度区分」や「審査会」は、これほどのコストとエネルギーをつかってまでやるほどのものなのか、という疑問が多く出ており、本来は、「介護のような直接的支援は、その人をとりまく地域性と関係性の中でしか成立し得ない」ことにもっとエネルギーをそそぐべきといえる（２５）。

　　　　　　　　

支援法のこの間の動きは何であったのか
　野崎泰伸は、雑誌の「公共性の不可能性」特集で、次のようにいう（２６）。

「不在によって存在のあり方があぶりだされる、ということがある」とし、「存在を不在に追いやり、自分たちの罪をも存在から不在に追いやりたい人たち」がいるとする。「公共性とは、不在に追いやられた存在を、もう一度存在の側へ引き戻す作業である」という。

・・「国民の皆さんの意見を聞いてから」という。だが、このような「普通」の、あるいは「一般的」な意見としての「公共性」には罠がある。・・・最大多数の意見であることは正しい意見であることを意味しない。「公共性」の前に人々の差異の政治が抹消されるならば、何のための「公共性」であるのか。・・・困る人と困らない人の意見を、その質を考慮せずに頭数だけ数えるのは、「公共性」を盾に取った「多数による専制」である。

　　障害者を含むこの社会において、「正義とは彼らが無条件で生きていてよいということを最低でも含む」ということである。

この国の障害当事者の人口に占める割合は５％（三障害で６５０万人）、さらに援助を必要とする方はそのうち何％と言われるが、その数％の当事者にとってみれば、障害そのものの受け止めは１００％のものである。そうであれば、誰かが、そしてどこかの家庭が引き受ける「障害」は当事者だけでなく、私も含めて私たち一人ひとりの自らの課題であるはずだが、そう受け取られていない情況にある。
　今回の法案の問題性に対して、国会での審議・成立過程、マスコミ報道の合意形成の不在をみると、９５％の一般の方の大多数があまりにも関心がなかったことを如実に反映している。その人たちを責めるのではなく、これがこの国の障害者、マイノリティと言われる人たちの置かれている現状、９５％の人たちと当事者との問題共有（共に生きる）が巧妙に分断・疎外されているこの国に私たちは暮らしているという認識に立たざるを得ない。
　「障害者問題は、実は障害のない人の問題」でもあり、「構造改革が、もう一つの構造問題をつくる」ことが、善意（知らない、知らされていない）の人たちには届いていない。今回の法案の成立の動きからは、このことを改めて思い知らされることとなり、次の反転・連帯に向けて、そのことを今私たちに伝えたかったのではないのか、と私は自分なりに思っている。

　

おわりに

以上のような「自立支援法」制定の背景と全体像の問題に見られることを踏まえて、最後に、まとめとテーマからの主張である連帯、分断、「新たな共同性の回復の可能性」などを記しておきたい。

まず、これまでをまとめてみると、本稿のねらいは、親密圏／公共圏の二元論的な境界を越境することであり、その描きなおしであった。そこから、個人と社会・組織、個人と世界（国家・国境）を越えるものに迫り、他者と制度・システムの関係を捉えなおす中で、新たな共同性の回復の可能性を探ることであった。

　親密圏では、「三人称のわたし」を「一人称のわたし」の底に見出す必要性や、「その他の（親密な）関係」を重視することで、従来の「親密圏」を拓いて越えていけるのではないかということ。さらに、親密圏は、生命のケアの場であると同時に、抵抗の場として機能している面に目を向け、社会のあり方を問い直す「対抗的な公共圏」として機能できるのではないかということを見てきた。

　さらに、親密圏につながる「共同性」については、「失われた共同性」と親密性の構造転換である「限界の共同性」にまだまだ軸足を奪われながらも、「福祉国家」の名のもとにある「介入と排除と統制」を見極めることで、〈社会的連帯〉や〈新たな共同性の回復〉として転回を求めている情況にあることも見てきた。

また、この間の「国家と公共性」、規制緩和／民営化をどう評価するかを取り上げ、「巨大なグレーゾーン」が生じていることや、「誰にとっての改革であるのか」など、「構造改革が、もう一つの構造問題」を生み出すといった問題性にも言及してきた。

　そういう中で、「親密圏から新しい公共性、他者性にたった公共性を立ち上げる」ことなど、「これまでの支配的なコードを書き換える」可能性や、「社会連帯の再生」につながる可能性にも多少は言及することができたのではないか。

　そういったことをベースに、具体的事象として、「障害者自立支援法」を取り上げ、「親密圏／公共圏のはざま」につながる本質的な問題性をいくつか指摘することができたのではないかと考えている。

このようなことから、最後にテーマからの主張である「連帯」や「新たな共同性の回復の可能性」などにも触れておきたいと思う。私のもともとの問題関心は、「親密圏と公共圏のはざま」から、副題にあるように「新たな共同性の回復を目指す」ことであった。それは、個人と社会・組織、個人と世界（国家・国境）を越えるものに迫り、他者と制度・システムの関係を捉えなおす中で、「新たな共同性の回復の可能性」を探ることにつながるのではないか、それが今日的な情況を反転させる乗り越える契機になるのではないか、ということであった。

体系的に論じることや議論を展開することは、まだまだ十分には出来ていないが、いくつかの重要なてがかりを書きつけておきたい。

　分断を前提とする連帯
　一つは、「分断を前提とする連帯」ということである。「支援法のこの間の動きは何であったのか」で述べたとおり、人口比の５％の障害当事者と９５％の障害のない人（自らの当事者意識が希薄な状態におかれ、問題状況から疎外されている人たち）が、問題共有（共に生きる）を巧妙に分断・疎外されていることから、このような法案・制度設計が成り立ってしまったということ。

膨大な法施行の準備作業、コストとエネルギーの費消、とりわけ、自治体「援護の実施者」（職員）たちは「障害程度区分」の調査・認定業務に忙殺され、地域の「専門家」たちは「審査会」というシュミレーションゲームに明け暮れている。このようにして、「地域」において本来必要な血の通った合意形成のプロセスは分断・疎外され、その機械的な適用が「公平・透明」とされている。・・・市町村のケースワークの現場で培われてきたのは、まず利用者の生活の場への訪問であり、そして利用者と対面しつつその生活やその困難さの実情、さらにその夢や希望を汲み取ったうえで、限られた「財布」と利用者の「訴え」のすり合わせを行うという共同主観的／相互作用的な営為であったといえる。・・・今回のこのような障害程度区分を中核に据えた給付調整においては、「共感」や「話し合い」のプロセスに基づく合意形成は軽視され、〈必要〉を訴えることと、共感し認めることの間の相互作用は機能しない（２７）。

　

　このことは、共生社会を目指す障害のある人ない人、関係者が分断されている端的な事象といえるのではないだろうか。

　冒頭から述べているように、私は、もともとマイノリティに関心があった中で障害者問題に出会い、そこからささやかながら自らの生き直しや周回遅れのランナーを演じることが肯定できるようになってきた。仕事として行政の外側と内側を微妙に使い分けながら、いつしか当事者性の幻想と「分かったつもり」の鎧を、人に悟られない仕方で巧妙に身にまとい、それなりに自らの立ち位置を周りに示して今日まで来ていたことは否めない。

　しかし、自らの論理・倫理の破綻は自らが誰よりもよく知っており、幻想そのものが自らの「頂門の一針」として迫ってきていることは避けられないようになってきた。いつか決着をと思いながらも、「ゆらぎ」「はさまれる」中に身を置いて、見ようとしない、見えないことの不安とひっくり返した「希望」の往復が今の私そのものである。

　そういう中で、「名づけようのない」制度・システムを超える言説や「過剰な情念を浴びつづけて」人間の言葉を発するに至るようになりつつあることに気づかされるものに、私は出会った。

　唐突のようであるが、私の中ではつながっており納得できるものであり、いまを乗り越えるてがかりとして、「断層・分断」を前提しつつ連帯の道筋を探った「サークル村」（六十年代前後に九州を中心として展開された運動と思想）の連帯のビジョンがそれであり、それは、今日のわれわれに重要な示唆を与えてくれるものと私は考えている。

「サークル村」の特色として、鶴見俊輔は相互扶助といった「よこの倫理」を育むこと、固定した抽象的な原理に寄らずに具体的に問題を把握する力を養うこと、変化する情況についての柔軟な対応を可能にすることを挙げ、日高六郎は「サークル的姿勢」として、闘いの中身、それに参加していく自分の動機のあり方、自分の言葉と行動の一つ一つを確かめていく慎重さ、（組合的行動に）参加せざるを得ないということからおこる自己分裂を掘り下げて考えることなどを挙げている。また、生身の個人の立場から政治運動に疑いの眼差しを持つ「サークル的姿勢」こそが、真の意味で広汎な連帯形成の運動の前進を可能にするとも述べている。

共同性の可能性と「対抗的公共圏」
もう一つは、新たな「共同性・共同体」の回復の可能性のことであるが、私の力量不足で、その構想や展開はできていない。ただ、谷川雁のコミューン思想やサークル論には汲んでも尽くせないものが多くあると思っている。未だに十分消化できていないので、今回も他日に譲ることとなるが、気に留まった点だけを書き記すことになる。

章末に記載した参考文献からの引用が中心となるが、次のような部分である。

谷川雁は、底辺部に位置する小共同体の水平な連帯関係を高く評価した。しかし。彼は、伝統的な共同体を無条件に肯定したわけではなく、小共同体と上位の権力の共犯関係や小共同体の閉鎖的体質を批判的に問題化した。谷川は、日本の伝統的な共同体の特質とみなした「二重構造」を読み込み、分断された民衆同士を架橋し、小共同体の枠を超える「よこの連帯」を築き上げるサークルのポテンシャルを高く評価し、「サークル村」の運動に着手した。

他方、谷川雁と深い関わりのあった森崎和江は、共同体の境界領域に生き閉鎖的な共同体への統合を免れた移民や流民の心性・文化に大きな可能性を読み込もうとしていた（２８）。

彼らの、「サークル村」から「大正闘争」（２９）に至る構想と実践は、「対抗的公共圏」の形成とも言われている。そこでは、「集団と個人の実存状況を整理していく」とか、「異質な要素の同一平面における対立相克」を通じて言語という媒介によって「大衆の沈黙の領域」を顕在化しようと試みられてきた。その際、辺境に位置している人々こそ、疎外されているゆえに、異質な他者とお互いに異質な存在として承認しあうことができることが想定されており、そのような「交流」を言語で表現するとともに、実際に組織化しようと試みられてきた。これは、階級、国民、市民という主体による公共圏構築の試みとしてではなく、異質なものが相互承認することによって、新たな共同性構築を模索できる「対抗的公共圏」の構想と実践であると見なすこともできる（３０）。

ここでの構想を、福祉行政の現場、コミュニティでの暮らしにおいて、敷衍・模索をしてみれば、次のようにいえるのではないか。

誰も排除しないことであり、「生きがたい、生きにくさ」をもった人たちを制度の枠組みでなく受け止めることであり、新しいケアのかたちや共生の文化の構想・醸成を地道に日常の足元、身の丈レベルで実現していくことであり、共鳴者、代弁者としての「当事者性」を前面に出していくことでもある。

それはまた、共同性のコンセプトを「ゆるやかなネットワーキング」におき、「年齢や障害にかかわらず、見守り・見護りを必要とするすべての人をいつでも受け入れている」、「日課や取り決めは特につくらず、利用者それぞれが自分のペースで過ごせる居場所づくりを目指した取組の実践」を行うことであり、「しばられたくない、自分の流儀でやりたい、気のすむようにしたい、ほっといてほしい」ひとたちを受け止め、「生身の人間としてふるまえる場」をいつでも誰にでも開いていることである。

やがて、そのことから、いつでも行き来できるゆるやかな、「システムを超えたシステム」（対抗的公共圏のレベル）を創り上げることであり、豊かな個人運動を止揚するその延長線上で社会を遠近法的に構想することであり、究極のものごとの決定権原をわたしたち一人一人の手に取り戻していくことでもある。

このように、支配的な公共圏から沈んでいた問題を共通の関心事として引き上げるのは「対抗的な公共圏」の言説であるという。こういうレベルのことから親密圏／公共圏をいろいろ領域・分野・次元で越境し続けていくことで、個人と社会・組織、制度・システムの枠組みをいつの間にか突き抜けていることになっているのではないかと私は思っている。矛盾の克服でなく、矛盾を次から次へ実現していくことで、いつか当初の矛盾をいくつも突き抜けているように。

自由な、開かれた、深さをもった「新たな共同性の回復」を目指して、さらに深く考え続けていきたい。
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第３章　親密圏と公共圏のはざまにて～新たな共同性の回復を目指して　脇田愉司


親密圏／公共圏の捉え方


親密圏とは何か


共同性とは何か


公共圏とは何か


親密圏と公共圏のはざま


障害者自立支援法から見えてくるもの
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